
120 

 

Ⅵ サービス・イノベーション調査  

 

目次 

 

 

 

Ⅰ．調査の概要 ･･･････････････････････････････････････････････ 121 

 

Ⅱ．カテゴリーの作成と基礎集計 ･･･････････････････････････････  123 

 

Ⅲ．調査結果の要約 ･･･････････････････････････････････････････ 133 

 

Ⅳ．調査結果の詳細（１）－サービスの分類・特徴－ ･････････････ 149 

 

Ⅴ．調査結果の詳細（２）－教育・訓練の状況と方針－ ･･･････････  217 

 

Ⅵ．調査結果の詳細（３）－サービスの変異性－ ･････････････････ 265 

 

Ⅶ．調査結果の詳細（４）－業務改善－ ･････････････････････････ 321 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



121 

 

Ⅰ．調査の概要 

 

１． 目的 

 

サービス提供企業の、①サービスの分類・特徴、②教育・訓練の状況と方針、③サービ

スの変異性、④業務改善（イノベーション）――について調査する。 

 

２． 対象 

 

   サービス提供企業 171 社の管理職クラス 175 人。詳細は以下。 

① 日経リサーチによるサンプリング 

日本標準産業分類によるサービス関連業種（一部製造業を含む）より、上場企業 2,650

社、未上場企業 350 社（株式会社のみ、売上高順）を抽出した（次ページ）。結果と

して、150 社の管理職クラス 150 人から回答を得た（有効回答率 5.0％）。 

② 富士通総研による協力依頼 

 2008 年 7 月～2009 年 1 月にヒアリング調査にご協力いただいたサービス提供企業

43 社（50 人）に調査票を送付し、20 社（21 人）から回答を得た。このほか、日経

リサーチの担当者に依頼し、4 人の管理職から回答を得た。 

 

３． 方法 

 

郵送法による。調査地域は全国。 

 

４． 調査日程 

 

調査準備 2009 年 6 月 8 日～6 月 15 日 

調査票投函 2009 年 6 月 10 日 

調査票投函締切 2009 年 6 月 26 日 

電話督促 2009 年 6 月 30 日～7 月 24 日 

入力・集計 2009 年 7 月 10 日～7 月 29 日 
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５． 抽出・発送数、有効回答数 

―― 日経リサーチによる回収 150 社内訳 ―― 

 

 

業種コード 業種分類（中分類） 抽出・発送数 有効回答数

25 はん用機械器具製造業　　　　　　 82 7
26 生産用機械器具製造業　　　　　　 148 8
27 業務用機械器具製造業　　　　　　 75 2
28 電子部品・デバイス・電子回路製造 77 3
29 電気機械器具製造業　　　　　　　 126 4
30 情報通信機械器具製造業　　　　　 76 1
31 輸送用機械器具製造業　　　　　　 119 1
37 通信業　　　　　　　　　　　　　 22 0
39 情報サービス業　　　　　　　　　 291 14
40 インターネット附随サービス業　　 16 0
41 映像・音声・文字情報制作業　　　 26 1
42 鉄道業　　　　　　　　　　　　　 24 0
43 道路旅客運送業　　　　　　　　　 6 0
44 道路貨物運送業　　　　　　　　　 43 3
46 航空運輸業　　　　　　　　　　　 6 1
47 倉庫業　　　　　　　　　　　　　 15 2
48 運輸に附帯するサービス業　　　　 26 2
49 郵便業（信書便事業を含む）　　　 1 0
50 各種商品卸売業　　　　　　　　　 40 2
51 繊維・衣服等卸売業　　　　　　　 40 1
52 飲食料品卸売業　　　　　　　　　 58 1
53 建築材料，鉱物・金属材料等卸売業 108 5
54 機械器具卸売業　　　　　　　　　 192 9
55 その他の卸売業　　　　　　　　　 94 1
56 各種商品小売業　　　　　　　　　 88 13
57 織物・衣服・身の回り品小売業　　 36 3
58 飲食料品小売業　　　　　　　　　 40 2
59 機械器具小売業　　　　　　　　　 44 0
60 その他の小売業　　　　　　　　　 100 13
62 銀行業　　　　　　　　　　　　　 100 3
63 協同組織金融業　　　　　　　　　 2 0
64 貸金業等非預金信用機関　　　　　 34 2
65 金融商品取引業，商品先物取引業　 59 3
66 補助的金融業等　　　　　　　　　 4 0
67 保険業　　　　　　　　　　　　　 46 2
68 不動産取引業　　　　　　　　　　 86 3
69 不動産賃貸業・管理業　　　　　　 49 7
70 物品賃貸業　　　　　　　　　　　 35 2
72 専門サービス業　　　　　　　　　 235 8
73 広告業　　　　　　　　　　　　　 28 2
74 技術サービス業　　　　　　　　　 29 1
75 宿泊業　　　　　　　　　　　　　 10 1
76 飲食店　　　　　　　　　　　　　 77 4
78 洗濯・理容・美容・浴場業　　　　 7 2
79 その他の生活関連サービス業　　　 14 1
80 娯楽業　　　　　　　　　　　　　 35 1
82 その他の教育，学習支援業　　　　 20 1
83 医療業　　　　　　　　　　　　　 12 2
84 保健衛生　　　　　　　　　　　　 4 1
85 社会保険・社会福祉・介護事業　　 8 1
86 郵便局　　　　　　　　　　　　　 1 0
88 廃棄物処理業　　　　　　　　　　 4 0
90 機械等修理業　　　　　　　　　　 2 0
91 職業紹介・労働者派遣業　　　　　 27 1
92 その他の事業サービス業　　　　　 53 3

　合　計 3,000 150
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Ⅱ．カテゴリーの作成と基礎集計  

 

１．カテゴリーの作成 

 

(1) CA ―― 業種による分類 ―― 

構成比 

  
 （注）日本標準産業分類（中分類：2 ページ）との対応関係は以下のようになる。 

製造業（25～31） 

卸売・小売業（50～60） 

金融業など（62～70） 

その他サービス（上記以外） 

 

以下、質問文による別のカテゴリー分類を考える。 

 

＜Q1～Q3：質問文＞ 

貴社のサービスとその特徴についておうかがいします。「サービス」とは、ある対象に

働きかけて、変化を生む活動を意味します。例えば、レストランでは、お客さまに料理

を提供することで、お客さまの食欲を充たし、満足させます。つまりお客さまのなかに

変化を生む活動です。これがレストラン・サービスです。 

Q1. 貴社のサービスについてお尋ねします。貴社のサービスを 1 つ挙げてください。もし

複数のサービスを提供している場合には、主なもの（コア・サービス）を 1 つ想定し

てお答えください。 

Q2. 上記のサービスはどのような対象にどのような変化を生んでいますか。簡単に文章で

お書きください。（例えば、英語教育は「英語が不得手な人の英語力を高める」、車の

修理は、「故障した車を修理して動くようにする」等々） 

今後の質問は全て、上記でご説明いただいたサービスについておうかがいします。 

Q3. こうした変化は、主にどのような方法・手段によってもたらされていますか。該当す

るもの全てに○を付けてください。 

その他サービス業（41.7％）

製造業（15.4％）

卸売・小売業
（29.7％）

金融業など
（13.1％）
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１．人による働きかけによって 

２．モノを使って 

３．IT によって 

（注）上記選択肢の中にある"モノ"とは、例えば「英会話学校のテキスト・教材」、「病院の医療機器」、

「レストランの料理」、「ホテルの部屋」などを指すものと考えます。 

 

 

(2) CB ―― コア・サービスと対象（Q1,Q2）による分類 ―― 
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(3) CC ―― 手段・方法（Q3）による分類 ―― 

 

単純集計：3 分類（重複選択を許容） 

     

    

 

 

  

 選択比率 選択度数

変化の方法・手段：人による 73.7% 123

同：モノによる 62.9% 105

同：ITによる 39.5% 66
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7 分類（排反な 7 パターン） 

   

 

  

 

＜Q3：観察＞ 

 Q3 に基づく分類では、「人によるサービス」は 7 割強、「モノによるサービス」は 6 割強、 

「IT によるサービス」は 4 割となる。 

 排反な 7 分類で集計すると、「人だけによる」、「人、モノ、IT のすべてを使う」がそれぞ 

れ 25％弱ずつで多い。 

 CA はサービス業種分類、CB はサービス・タイプ分類、CC はサービス手段による分類と 

呼ぶことができる。 

 

 

 選択比率 選択度数

人だけによる 24.6% 41

モノだけによる 16.8% 28

ＩＴだけによる 7.2% 12

人とモノによる 19.2% 32

人とＩＴによる 5.4% 9

モノとＩＴによる 2.4% 4

人とモノとＩＴによる 24.6% 41
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モノだけによる
ＩＴだけによる
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人とＩＴによる
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人とモノとＩＴによる

（選択比率）
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２．基礎集計 

 

(1) CA と CB のクロス 

 

（注）業種間の差は有意（独立性カイ 2 乗検定の結果、p 値＝0.000） 

    ただし、度数の尐ないセルが散見されるため、有意性の解釈には限界がある。 
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＜観察：CA と CB のクロス＞ 

 対応関係は概ね以下のようになる 

製造業   3,4  製造・メンテ 

卸売・小売業  1,2  販売 

金融業など  7,(4),(5),(6),(8) 専門システム 

その他サービス業 4,5,6,7,8,9,10 その他（身体・精神・情報・企業） 
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(2) CA と CC のクロス 

   

  

 
（注）「人によるか否か」の選択比率に関する CA（業種）による差は統計的に有意でない。 

（分散分析の結果、p 値＝0.899） 

「モノによるか否か」の選択比率に関する CA（業種）による差は統計的に有意。 

（分散分析の結果、p 値＝0.009） 

「IT によるか否か」の選択比率に関する CA（業種）による差は統計的に有意。 

（分散分析の結果、p 値＝0.002） 
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＜観察：CA と CC のクロス＞ 

 「人による働きかけ」は業種による差はない。「モノを使う」は製造業で選択比率が 

 高く、その他サービス業で低い。「IT を使う」はその他サービス業で選択比率が高い 

（以上は差が統計的に有意）。 

 

(3) CB と CC のクロス 

サービス分類：CB（タイプ10分類） 

サービス分類：CC1. 

（人によるか） 

サービス分類：CC2.

（モノによるか） 

サービス分類：CC3.

（ＩＴによるか） 

1.法人向け販売 0.71 0.57 0.29 

2.消費者向け販売 0.76 0.79 0.24 

3.製造業 0.57 0.86 0.21 

4.メンテナンス・ロジスティクス・レンタル 0.79 0.76 0.45 

5.コンサル・システム開発 0.71 0.21 0.71 

6.ヒト（身体）に対するサービス 0.71 0.62 0.24 

7.専門的システムを使用させるサービス 0.71 0.47 0.47 

8.専門情報提供サービス 0.56 0.50 0.63 

9.モノに対するサービス 1.00 0.60 0.20 

10.ヒト（精神）に対するサービス 1.00 0..50 0.60 

合計 0.74 0..63 0.40 
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（注）「人によるか否か」の選択比率に関する CB（サービス・タイプ）による差は統計的に有意でない。 

（分散分析の結果、p 値＝0.307） 

「モノによるか否か」の選択比率に関する CB（サービス・タイプ）による差は統計的に有意。 

（分散分析の結果、p 値＝0.004） 

「IT によるか否か」の選択比率に関する CB（サービス・タイプ）による差は統計的に有意。 

（分散分析の結果、p 値＝0.011） 

 

(4) ＜観察：CB と CC のクロス＞ 

 「人による働きかけ」は CB による差が有意でない。ただ、CB の「9.モノに対するサ 

ービス」、「10.ヒト（精神）に対するサービス」に属するサービスは「人による働きか

け」の選択確率が 1 となっている。 

 「モノを使う」、「IT を使う」はサービス・タイプ間の差が有意。「モノを使う」を多く

選択しているサービスは、「3.製造業」、「2.消費者向け販売」、「4.メンテナンス・ロジス

ティクス・レンタル」、一方、「IT を使う」を多く選択しているサービスは、「5.コンサ

ル・システム開発」、「8.専門情報提供サービス」、「10.ヒト（精神）に対するサービス」

である。 

 

 

 

 

 

 

 

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0

1
.
法
人
向
け
販
売

2
.
消
費
者
向
け
販
売

3
.
製
造
業

4
.
メ
ン
テ
ナ
ン
ス

・
ロ
ジ
ス
テ

ィ
ク
ス

・

レ
ン
タ
ル

5
.

コ
ン
サ
ル

・
シ
ス
テ
ム
開
発

6
.
ヒ
ト

（
身
体

）
に
対
す
る
サ
ー
ビ
ス

7
.
専
門
的
シ
ス
テ
ム
を
使
用
さ
せ
る
サ
ー

ビ
ス

8
.
専
門
情
報
提
供
サ
ー
ビ
ス

9
.
モ
ノ
に
対
す
る
サ
ー
ビ
ス

1
0
.
ヒ
ト

（
精
神

）
に
対
す
る
サ
ー
ビ
ス

人によるか モノによるか ＩＴによるか

（選択比率）



133 

 

Ⅲ．調査結果の要約 

 

１．サービスの分類・特徴 

 

＜Q4：単純集計より＞ 

 全体としては、サービスの分類として、「利用者自身に対する問題解決」、「企業に対す 

る利便性提供」の順に多く、「利用者の所有物に対する問題解決」、「企業に対する情報

提供・人材育成」、「家族や所有物の価値向上」が続く。 

 B2C、B2B に 2 分類すると、B2C は約 55％、B2B は約 45％となる。 

 

＜Q4：CA とのクロスより＞ 

 「利用者自身に対する問題解決提供」は卸売・小売業で、「企業に対する利便性提供」  

は製造業で、「企業に対する情報提供・人材育成」はその他サービス業で、「家族・所有

物の将来価値向上」は金融業などで選択比率が高い。 

 

＜Q4：CB とのクロスより＞ 

  Q4 で設定したサービス分類と CB（サービス・タイプ）の対応関係をみると、以下の

ようになる（項目内の掲載順は関連が強い順）。 

「利用者自身に対する問題解決提供」 ⇒「6.ヒト（身体）に対するサービス」 

「2.消費者向け販売」 

「家族・所有物の将来価値向上」 ⇒「10.ヒト(精神)に対するサービス」 

「企業に対する情報提供・人材育成」 ⇒「8.専門情報提供サービス」 

「5.コンサル・システム開発」 

「企業に対する利便性提供」  ⇒「9.モノに対するサービス」 

                  「4.メンテナンス・ロジスティクス・レンタル」 

 

＜Q4：CC とのクロスより＞ 

 差が有意となっているものは以下のとおり。 

CC1（人による働きかけか否か） 

人による働きかけのサービスでは、そうでないサービスに比べて「利用

者の所有物に対する問題解決」、「利用者の所有物・家族の将来価値向上」

を選択している割合が高い。 

CC2（モノによる働きかけか否か） 

 有意になったものはない。 

CC3（IT による働きかけか否か） 

IT による働きかけのサービスでは、そうでないサービスに比べて「企業
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に対する情報提供・人材育成」、「企業に対する利便性提供」を選択して

いる割合が高い。 

＜Q5-1：CA,CB,CC（7 分類）とのクロスより＞ 

 観察される要素一覧 

 CA（製造業）：    スピード 

 CA（卸売・小売業）：    品質・品揃え 

 CA（金融業など）：    （特徴は抽出されず） 

 CA（その他サービス業）：   提案力・企画力 

 CB=1：法人向け販売：   柔軟性、正確さ 

 CB=2：消費者向け販売：   品揃え、価格 

 CB=3：製造業：    技術・品質 

 CB=4：メンテナンス・ロジスティクス・レンタル：スピード、技術・品質 

 CB=5：コンサル・システム開発：  専門性、多様性（柔軟性） 

 CB=6：ヒト（身体）に対するサービス： 接客・応対（共感性） 

 CB=7：専門的システムを使用させるサービス： 多様性、安定性 

 CB=8：専門情報提供サービス：  提案力・企画力 

 CB=9：モノに対するサービス：  技術・品質 

 CB=10：ヒト（精神）に対するサービス： カスタマイズ 

 CC=1（人だけによる）：   接客、スピード 

 CC=2（モノだけによる）：   技術・品質 

 CC=3（IT だけによる）：   安定性・安心 

   

＜Q5-2：CA,CB,CC（7 分類）とのクロスより＞ 

 観察される要素一覧 

 CA（製造業）：    スピード、接客 

 CA（卸売・小売業）：    接客、正確さ 

 CA（金融業など）：    接客 

 CA（その他サービス業）：   多様性・企画力 

 CB=1：法人向け販売：   （特徴は抽出されず） 

 CB=2：消費者向け販売：   接客 

 CB=3：製造業：    コスト・価格 

 CB=4：メンテナンス・ロジスティクス・レンタル：スピード 

 CB=5：コンサル・システム開発：  特徴は抽出されず 

 CB=6：ヒト（身体）に対するサービス： 接客 

 CB=7：専門的システムを使用させるサービス： 信頼性 

 CB=8：専門情報提供サービス：  企画力、コスト 
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 CB=9：モノに対するサービス：  （特徴は抽出されず） 

 CB=10：ヒト（精神）に対するサービス： コミュニケーション 

 CC=1（人だけによる）：   接客 

 CC=2（モノだけによる）：   接客、価格 

 CC=3（IT だけによる）：   価格・コスト 

 

＜Q7：CA,CB,CC とのクロスより＞ 

 CA とのクロスでみると、魅力的品質（優位性をもたらすべき要素）では専門性、共 

感性に統計的に有意な差が見られる。専門性を重視するのは製造業、その他サービス

業であり、共感性を重視するのは卸売・小売業、金融業などである。当り前品質（劣

っていることは許されない要素）では、反応性と専門性に有意な差が見られ、反応性

は製造業が、専門性はその他サービス業が重視する傾向にある。 

 CB とのクロスでは、魅力的品質は専門性と信頼性でサービス・タイプ別の差が有意。 

 専門性を重視するのは、ヒト（精神）に対するサービス、モノに対するサービス 

など、信頼性を重視するのはモノに対するサービス。 

 CC とのクロスでは、魅力的品質は「IT による働きかけ」があるか否かの違いによ   

って、共感性の指摘に有意に差がある。IT による働きかけであると、共感性の選択比

率は低くなる（ただし、あくまでも企業サイドの見方）。当り前品質では、「人による

働きかけのサービスでは専門性が重視される」、「モノによる働きかけのサービスでは

共感性が重視される」という結果になる。 

 

＜Q8：単純集計及び CA,CB,CC とのクロスより＞ 

 主要な評価要素は、サービス提供中だけでなく、提供前など多くの時点で重要になる 

ことが多い。全体として見ると、魅力的品質か当り前品質かによる重要になる時点の差

はほとんどない。 

 CA（業種）による差異は魅力的品質、当り前品質とも有意な差は観察されない。その 

他サービス業では、魅力的品質に関しては、どの時点で重要になるか特定できない（全

ての時点で重要になる）という傾向が図からは見られるが、統計的に有意ではない。 

 CB（サービス・タイプ）による差は、魅力的品質に関しては見られないが、当り 

前品質において、一部観察される。「モノに対するサービス」、「メンテナンス・ロジス  

ティクス・レンタル」では、当り前品質に該当する要素が「提供後に重要」と認識され

る割合が高い。また、「モノに対するサービス」、「ヒト（精神）に対するサービス」、「専

門的システムを使用させるサービス」では、当り前品質に該当する要素が「重要になる

段階は特定できない／すべての段階で重要である」と認識される割合が高い。 

 CC のうち、「人による働きかけか否か」による差は、魅力的品質に関して観察され、 

人による働きかけであるサービスは、「重要になる段階は特定できない／すべての段階
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で重要である」と認識される割合が高く、「提供前に重要」と認識される割合が低い。 

 

 CC のうち、「モノによるか否か」による差は、モノによるサービスはそうでないサー 

 ビスと比べて、魅力的品質が提供後に重要と認識される割合が高く、当り前品質が提供

中に重要とされる割合が低い。 

 CC のうち、「IT によるか否か」による差は、IT によるサービスはそうでないサービス 

  と比べて、魅力的品質が提供後に重要とされる割合が低く、当り前品質に関しての差

異は観察されない。 

 

＜Q8：SERVQUAL 要素とのクロスより＞ 

 信頼性はサービス提供後、あるいは全時点で重要とされる傾向が見られる。 

 魅力的品質に関しては、サービス提供前に信頼性、提供中は専門性が最も重要になる。 

 当り前品質に関しては、サービス提供前に反応性、提供中は信頼性が最も重要になる。 

 

＜Q9：単純集計及び CA,CB,CC とのクロスより＞ 

 「全く重要でない」の選択は皆無で、サービスにおいて暗黙知は重要であると考えら 

 れている。 

 業種やサービス・タイプとはほとんど関係なく、暗黙知はどんなタイプのサービスで 

 も概ね重要と考えられている。CA の業種、CB のサービス・タイプ、CC のサービス手 

段による差は、すべて統計的に有意でない。 

 

 

２．教育・訓練の状況と方針 

 

＜Q10：業種別に見た必要な知識・スキルより＞ 

・ サービスを提供する上で必要な知識・スキルを全体で見ると、1 位「サービス内容につ

いての知識」、2 位「サービス提供時に必要とされる技術的スキル」、3 位「臨機応変な

接客スキル」である。 

・ 業種別に見ても必要な知識・スキルの１位は、「サービス内容についての知識」である。 

・ 製造業では、「臨機応変な接客スキル」は重要視されていない。金融業などでは、「技術

的なスキル」よりむしろ、「臨機応変な接客スキル」が重要視されている。また、その

他サービス業では、「組織・チームとしての総合的な企画力」を重視する傾向にある。 

 

＜Q10：CB 別に見た必要な知識・スキルより＞ 

・ B2B にあたる、CB=1：法人向け販売、CB=3：製造業と、CB＝4：メンテナンス・ロ

ジスティクス・レンタルでは、接客スキルは重要視されていない。法人向け販売では、
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平均に比べ、「経営についての体系的な知識」が重要視されている。 

 

・ CB=7：専門的システムを使用させるサービス、CB=8：専門情報提供サービス、CB＝

10：ヒト（精神）に対するサービスでは、2 位と 3 位の差がほとんどなく、「臨機応変

な接客スキル」が重要視されている。 

・ CB=5：コンサル・システム開発、CB=9：モノに対するサービスでは１位が「技術的ス

キル」、2 位が「臨機応変な接客スキル」となっている。 

・ CB=6：ヒト（身体）に対するサービスでは 1 位が「臨機応変な接客スキル」である。 

・ 「組織としての企画力」が重要視されているのは、CB=1：法人向け販売、CB=5：コン

サル・システム開発、CB=9：ヒト（精神）に対するサービスである。 

 

＜Q10：CB 別に見たスキル別訓練実施度より＞ 

・ サービスの提供に必要な知識・スキルの教育・訓練の実施度を見てみると、全体として

は、1 位：「サービス内容についての知識」についての教育、2 位：「技術的スキル」訓

練、3 位：「臨機応変な接客スキル」訓練、4 位：「手順に沿った接客スキル」訓練とな

っている。 

・ 必要なスキルと各訓練の実施度は概ね一致している。ただ、「手順に沿った接客スキル」

は、必要なスキルとしてはそれほど重視されていないが、訓練としてはある程度実施さ

れている。 

・ CB=1：法人向け販売は、平均に比べ、「経営についての体系的な知識」についての教育・

訓練の実施度が高い。 

・ CB=2：消費者向け販売では、「サービス提供時に必要とされる技術的スキル」の訓練実

施度が 1 位であり、平均に比べ、「接客スキル」に関する訓練の実施度が高い。 

・ CB=3：製造業では、「サービス提供時に必要とされる技術的スキル」訓練の実施度が 1

位となっている。また、平均に比べ、「ライバル他社の理解」についての訓練実施度が

高い。 

・ CB=4：メンテナンス・ロジスティクス・レンタルでは、「サービス内容についての知識」、

「サービス提供時に必要とされる技術的スキル」の訓練以外はどの訓練もあまり実施さ

れていない。 

・ CB=5：コンサル・システム開発では、平均に比べ、「企画力」訓練実施度、「IT」訓練

実施度が高い 

・ CB=6：ヒト（身体）に対するサービスでは、平均に比べ、「接客スキル」訓練の実施度、

「ライバル他社の理解」、「企画力」訓練実施度が高い。 

・ CB=7：専門的システムを利用させるサービスでは、平均に比べ、「臨機応変な接客スキ

ル」訓練実施度が高い。 

・ CB=8：専門情報提供サービスには全体平均とほぼ同様で、目立った特徴がない。 
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・ CB=9：モノに対するサービスでは、「技術的スキル」訓練実施度が 1 位である。平均と

比べると「接客スキル」と、「経営についての体系的な知識」の訓練実施度が高く、   

「サービス内容についての知識」についての訓練実施度が低い。 

・ CB=10：ヒト（精神）に対するサービスでは、平均に比べ、「企画力」の訓練実施度が

高い。 

 

＜Q10：CB 別に見た訓練形態別実施度より＞ 

・ 訓練の形態を、OJT、社内研修、社外研修に分けて見ると、全体としては、OJT、社内

研修、社外研修の順に実施されている。社外研修は、他の 2 つに比べ、それほど行われ

ていない。 

・ CB=3：製造業において、社内研修実施度が低い。 

・ CB=8：専門情報提供サービスと CB＝9：モノに関するサービスにおいて、社内研修の

ほうが OJT よりよく実施されている。 

・ CB=5：コンサル・システム開発と CB=9：モノに関するサービスで社外研修実施度が

高い。 

・ その他実施されている訓練・研修としては、コンプライアンスや個人情報保護など厳正

化された法規制への対応とコミュニケーション能力、人間力の向上といった一般的な能

力開発などがあった（Q11 より）。 

 

＜Q12：CB 別に見たスキル別訓練充実意向より＞ 

・ 全体としては、どの能力の訓練も充実させたいという意向が強い。1 位が「技術的スキ

ル」、2 位が「企画力」、3 位が「サービス内容についての知識」、4 位が「臨機応変な接

客スキル」、5 位が「経営についての体系的知識」となった。 

・ 現状の実施度（Q10）と比べれば、「企画力」、「経営の体系的知識」の強化が目立つ。 

・ CB 別に見ると、CB=1：法人向け販売では、１位：「経営についての体系的知識」につ

いての訓練、2 位：「企画力」についての訓練であった。 

・ CB=2：消費者向け販売では、「手順に沿った接客スキル」の充実意向が強い。 

・ CB=3：製造業では、「サービス内容の知識」の充実が１位。「ライバル他社の理解」の

充実が 4 位。実施している訓練において、「技術的スキル」が１位であったことに対応

している。 

・ CB=4：メンテナンス・ロジスティクス・レンタルでは「IT」訓練が 5 位であり、点数

も順位もやや高い。 

・ CB=5：コンサル・システム開発では、「企画力」が１位、「IT」が 3 位、「サービス内容

についての知識」を充実させたいという意向が他のサービス・タイプに比べ弱い。 

・ CB=6：ヒト（身体）に対するサービスでは、1 位：「企画力」、2 位：「経営についての

体系的な知識」についての訓練であった。 
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・ CB=7：専門的システムを使用させるサービスでは、全体平均と同様で、目立った特徴

はない。 

・ CB=8：専門情報提供サービスでは、「技術的スキル」の訓練を充実させたいという意向

が他のサービス・タイプに比べ弱い。 

・ CB=9：モノに対するサービスでは、各項目とも訓練充実意向が強い。「ライバル他社の

理解」の訓練も 2 位と他のサービス・タイプに比べ、強く求められている。「サービス

内容についての知識」訓練を充実させたいという意向の順位は最下位である。 

・ CB=10：ヒト（精神）に対するサービスでは、1 位が「臨機応変な接客スキル」である。 

 

＜Q12：訓練形態別充実意向＞ 

・ 全体としては OJT、社内研修、社外研修の 3 形態とも充実させたいという意向である。

社内研修の充実意向が１位である。 

・ CB 別に見ると、CB=1：法人向け販売、CB=3：製造業で、今後充実させたい研修の 1

位が OJT である。 

・ CB=5：コンサル・システム開発では、社外研修の充実意向が高い。 

 

＜Q13：スタッフ別に見た研修の実施度（現状）より＞ 

・ フロントスタッフ、バックスタッフのどの研修も、全体としては、一応実施されている。

その中で、フロントスタッフの OJT、社内研修、バックスタッフの OJT が重視して実

施されている。 

・ フロントスタッフとバックスタッフを比較すると、フロントスタッフの研修がより重視

されている。 

・ フロントスタッフの OJT について CB 別に見てみると、CB=1：法人向け販売において

他のサービス・タイプに比べ実施度が低かった。 

・ フロントスタッフの社内研修について CB 別に見てみると、CB＝1：法人向け販売にお

いて実施度が低く、CB=9：モノに対するサービスにおいて高い。 

・ フロントスタッフの社外研修について CB 別に実施度を見てみると、CB=10：精神に対

するサービスで高い。 

・ バックスタッフの OJT について CB 別に実施度を見てみると、CB=1：法人向け販売で

低く、CB=3：製造業で高い。 

・ バックスタッフの社外研修について CB 別に実施度を見てみると、CB=5：コンサル・

システム開発で高い。 

 

＜Q13：スタッフ別に見た研修充実意向（今後）より＞ 

・ 全体としては、今後各種研修を充実させたいとの意向が見られた。フロントスタッフの

OJT と社内研修に対する充実意向がやや高い。 



140 

 

・ フロントスタッフとバックスタッフを比較すると、フロントスタッフの研修の方を充実

させたいという意向が強い。 

・ フロントスタッフの OJT について CB 別に見てみると、CB=3：製造業、CB=5：コン

サル・システム開発、CB＝9：モノに対するサービスで他の CB に比べ充実意向が強く、

CB=8：専門情報提供サービス、CB=10：ヒト（精神）に対するサービスで弱い。 

・ フロントスタッフの社内研修について CB 別に見てみると、CB=3：製造業、CB=5：コ

ンサル・システム開発、CB＝7：専門的システムを使用させるサービスで充実意向が強

く、CB=1：法人向け販売、CB=6：ヒト（身体）に対するサービス、CB=10：ヒト（精

神）に対するサービスで弱い。 

・ フロントスタッフの社外研修について CB 別に見てみると、CB=1：法人向け販売で削

減意向となり、CB＝6：身体に対するサービス、CB=9 モノに対するサービスで充実意

向が弱く、CB=5：コンサル・システム開発、CB＝7：専門的システムを使用させるサ

ービス、CB=8：専門情報提供サービスで強い。 

・ バックスタッフの OJT について CB 別に見てみると、CB=3：製造業、CB=9：モノに

対するサービスで充実意向が強く、CB=10：ヒト（精神）に対するサービスで弱い。 

・ バックスタッフの社内研修について CB 別に見てみると、CB=1：法人向け販売で充実

意向が強く、CB=6：ヒト（身体）に対するサービスで弱い。 

・ バックスタッフの社外研修について CB 別に見てみると、CB=1：法人向け販売は現状

維持であり、CB=6：ヒト（身体）に対するサービス、CB＝7：専門的システムを使用

させるサービスで弱く、CB=8：専門情報提供サービスで強い。 

 

＜Q14：スタッフ別に見た採用方針より＞ 

・ フロントスタッフの訓練重視度（Q13.3 種類の訓練形態の現在の重視度および 3 種類の

訓練形態の今後の方向性）と採用方針には特別な関連性は見られない。 

・ バックスタッフの訓練重視度（Q13.3 種類の訓練形態の現在の重視度および 3 種類の訓

練形態の今後の方向性）と採用方針には特別な関連性は見られない。 

・ フロントスタッフの採用方針と「全体としての現在の訓練重視度（Q13 の各種訓練形態

の重視度を集計した得点）」には特別な関係は見られない。 

・ フロントスタッフの採用方針と「全体としての今後の訓練を充実意向（Q13 の各種訓練

形態の増加意向を集計した得点）」には特別な関係は見られない。 

・ バックスタッフの採用方針と「全体としての現在の訓練重視度（Q13 の各種訓練形態の

重視度を集計した得点）」には特別な関係は見られない。 

・ バックスタッフに「教育不要のプロを採用」している会社では、「全体としての今後の

訓練の充実意向（Q13 の各種訓練形態の増加意向を集計した得点）」が弱い。 

・ フロントスタッフの採用方針と OJT 充実意向、社内研修充実意向、社外研修充実意向

とのそれぞれの関連性は見られなかった。 
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・ バックスタッフの採用方針と今後の社内研修充実意向、バックスタッフの採用方針と今

後の社外研修充実意向との関連性は見られなかった。 

３．サービスの変異性 

 

＜Q15：単純集計及び CB とのクロスより＞ 

・ 全体としては変異性の要因は、従業員に起因すると考えられている。 

・ CB 別にみると、コンサル・システム開発、ヒト（精神）に対するサービスで顧客要因

を指摘する傾向が強く、法人向け販売で弱い。 

・ 消費者向け販売、モノに対するサービス、ヒト（精神）に対するサービスで従業員要因

を指摘する傾向が強く、法人向け販売で弱い。 

・ 専門的システムを使用させるサービスで、仕組み要因を指摘する傾向が強い。 

・ ヒト（精神）に対するサービスについては、顧客要因、従業員要因、その他要因とも指

摘する傾向が強いことから、原因が比較的多岐にわたっていることがうかがえる。 

 

＜Q15：影響度・CC とのクロスより＞ 

・ 手段・方法が「人によるか否か」「モノによるか否か」については、変異性の要因を何

に求めるかということには違いが生じなかった。 

・ 「IT によるか否か」では違いが生じ、IT によるサービスの方が、顧客要因、従業員要

因とも指摘する割合が高い（有意確率 10％で差は有意）。 

 

＜Q15：変異性各要因の CB 別の違いより＞ 

・ 顧客の評価基準が不定であることを変異性の原因と指摘する割合が、身体に対するサー

ビスで高く、精神に対するサービスでやや高く、専門情報提供サービス、法人向け販売

で低い（統計的に差は有意である）。 

・ 従業員の提案力不足を変異性の原因と指摘する割合は、製造業、コンサル・システム開

発、精神に対するサービス、専門情報提供サービスで高く、法人向け販売で低い（統計

的に差は有意である）。 

・ 仕組み・システムの使い勝手が悪いことを変異性の原因と指摘する割合は、専門的シス

テムを使用させるサービス、精神に対するサービスで高く、法人向け販売で低い（統計

的に差は有意である）。 

 

＜Q15：変異性各要因の CC 別の違いより＞ 

・ サービスを提供する手段が人によるか否かによって、「どのようなことが変異性をもた

らす要因となると考えているのか」については差が見られない。 

・ モノによるか否かでは、モノによらないとするグループで、「顧客がニーズに無自覚で

あること」を変異性の原因とする割合が、モノによるとするグループより高い。 
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・ モノによらないとするグループで「従業員の提案力が低いこと」を変異性の原因とする

割合と「その他の顧客の期待と実態との乖離」を変異性の原因とする割合が高い。 

・ モノによるとするグループで｢その他の要因｣に変異性の原因になるものはないと回答

する割合が高い。 

・ IT によるか否かでは、IT によるとするグループで「顧客の期待が高すぎること」、従業

員の提案力が低いこと」「従業員の顧客に対する感受性が低いこと」「その他：顧客参加

の促進」を変異性の原因とする割合が IT によらないとするグループより高い。 

 

＜Q16：変異性発生頻度と要因より＞ 

・ 変異性の頻度は全体として見ると「たまに生じる」が全体の約 50％で最も多く、「しば

しば生じる」が約 30％で続いている。 

・ 従業員要因が低いグループでは、変異性が生じにくい。変異性の原因が、その他要因に

よって生じる傾向が強ければ、変異性の頻度も高くなる。 

 

＜Q16：変異性発生頻度と CA，CB，CC とのクロスより＞ 

・ 業種（CA）と発生頻度、手段・手法（CC）と変異性の発生頻度には関係がない。 

・ CB（サービス・タイプ）と発生頻度の関係を見てみると、モノに対するサービス、コ

ンサル・システム開発で、変異性が「わりとある」とする回答割合が高く、専門情報提

供サービスで変異性が「わりとある」とする回答割合が低いように見える（統計的には

有意ではない）。 

 

＜Q16：Q15 の個別の要因とのクロスより＞ 

・ Q15 の変異性の各要因と発生頻度の間に有意な関係はほとんど見られなかった。 

・ 例外的に、「従業員の提案力が低い」という要因と「真の顧客への対応」という要因に

該当するグループほど、変異性の発生頻度は高くなる傾向にあった。 

・ 「その他の要因に該当するものがない」としたグループほど「変異性がわりと生じる」

とした回答割合が低かった。 

 

＜Q17：変異性への対処・単純集計及び CC・CB とのクロスより＞ 

・ 全体としては、変異性への対処として「標準化」、「カスタマイズ」の方向性が当てはま

るとする回答がそれぞれ 50％超であった。 

・ CC（手段・手法）の違いと変異性への対処の方向性には関連が見られない。 

・ CB 別に見ると、消費者向け販売、モノに対するサービスで他のサービス・タイプに比

べ、標準化の方向性に当てはまるとする回答割合が高い。 

・ 法人向け販売、ヒト（身体）に対するサービス、専門情報提供サービスでは、他のサー

ビス・タイプに比べ、顧客の選別の方向性に「当てはまる」とする回答割合が高く、消
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費者向け販売、専門的システムを使用させるサービス、モノに対するサービスで当ては

まらないとする回答割合が高い。 

＜Q17：変異性への対処と Q15 変異性の要因より＞ 

・ 従業員に変異性の要因があると考えているグループは標準化の方向で対処しようとす

る。 

・ 仕組み・システムに変異性の要因があると考えているグループは標準化の方向で対処し

ようとする。 

・ カスタマイズの方向性に当てはまるとするグループは、そうでないグループに比べ、顧

客に変異性の要因があると考えている。 

・ カスタマイズの方向性に当てはまるとするグループは、そうでないグループに比べ、従

業員に変異性の要因があると考えている。 

・ 顧客の選別の方向性をとろうとするグループとそうでないグループで変異性の原因に

ついての見方に大きな差は見られない。 

・ 個別の要因別に見ていくと、従業員のスキルが低いと考えるほど、標準化で対処しよう

とする。 

・ 標準化の方向で対処したいグループは、システムの使い勝手の悪さを変異性の原因と考

える傾向がある。 

・ 「顧客に変異性の原因がある」とするグループは、「顧客に原因がない」とするグルー

プに比べ、カスタマイズの方向性をとる傾向がある。 

・ カスタマイズの方向性をとりたいグループでは、「従業員の知識不足」や「顧客への提

案力が低いこと」が問題視される。 

・ 「顧客に原因がない」とするグループは、顧客の選別の方向性について「どちらとも言

えない」と回答する割合が高い。 

 

＜Q18：CB，CC とのクロスより＞ 

・ CB=2：消費者向け販売、CB=3：製造業、CB=7：専門的システムを使用させるサービ

スでは、「顧客の声を聞く」というタイプの回答が目立つ。 

・ CB=4：メンテナンス・ロジスティクス・レンタルでは、「従業員のスキル向上」という

タイプの回答が目立つ。 

・ CB=5：コンサル・システム開発では、「顧客ごとのカスタマイズ」がキーワードとなっ

ている。 

・ CB=6：ヒト（身体）に対するサービス、CB=8：専門情報提供サービス、CB=９：モノ

に対するサービスでは、共通するキーワードはない。 

・ CB=10：ヒト（精神）に対するサービスでは、「顧客への十分な説明」という方向性が

見られる。 

・ CC 別すなわち、人によるか否か、モノによるか否か、IT によるか否か、それぞれによ
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って特別にキーワードあるいは方向性は見出せない。 
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４．業務改善（イノベーション） 

 

＜Q19：単純集計より＞ 

 大きなインパクトを持つ業務改善は経営者・上級管理職から出てくることが多い。次

いで、現場の管理者、企画・開発部門が大きなインパクトを持つ業務改善を生み出し

ている。 

 一方、日常的な比較的小さな業務改善は、現場のサービス担当者から出てくることが

多い。次いで、現場の管理者や技術者・オペレーション担当者から出てきている。 

 大きな改善と小さな改善を比較すると、大きな改善が経営者・企画部門主導、小さな

改善が現場主導で行われている、という特徴がある。 

 

大きなインパクトを持つ業務改善について 

＜Q19：CA とのクロスより＞ 

 CA（4 業種）によって、選択比率が異なるのは、「経営者・上級管理職」、「顧客などの

利用者」の 2 項目。 

 「経営者・上級管理職」の選択比率が高いのは、金融業（8 割超が選択）、次いでその

他サービス（7 割弱が選択）。 

 「顧客などの利用者」の選択比率が比較的高いのは金融業。 

 金融業ではアイデアの発案場所の平均選択数が 3.3 と多く、アイデアの発案場所が分散

していることがわかる。 

 

＜Q19：CB とのクロスより＞ 

 CB（サービス・タイプ 10 分類）によって、選択比率が異なるのは、「経営者・上級管

理職」、「その他」の 2 項目。 

 「経営者・上級管理職」の選択比率が高いのは、「専門的システムを使用させるサービ

ス」、「ヒト（身体）に対するサービス」、「ヒト（精神）に対するサービス」。 

 「その他」の選択はほとんどないが、「メンテナンス・ロジスティクス・レンタル」で

1 割強の選択がある。 

 

＜Q19：CC とのクロスより＞ 

 CC（人による働きかけか、モノによる働きかけか、IT による働きかけか）の違いによ

って、項目の選択比率が異なっているか否かをみると、「人による働きかけか否か」 

で選択比率が異なっている選択肢は皆無。 

 「モノによる働きかけか否か」で選択比率が異なっている選択肢は、「現場の管理者」。

モノによる働きかけと認識されているサービスは、現場の管理者から大きな業務改善

のアイデアが発生することが多い。 
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 「IT による働きかけか否か」で選択比率が異なっている選択肢は、「企画・開発部門」、

「現場の管理者」、「顧客などの利用者」。IT による働きかけと認識されているサービス

は、これらからアイデアが発生していることが多い。 

 IT による働きかけと認識されているサービスでは、アイデアの発案場所の平均選択数

が 3.3 と多く、アイデアの発案場所が分散していることがわかる。 

 

＜Q19：Q17（変異性への対処）とのクロスより＞ 

 Q17（変異性への対処方針：標準化、カスタマイズ、顧客の選別）によって、アイデア

の発案場所に違いがあるか否かみると、「顧客を選別する」という考え方を持つか否か

によって選択比率が異なる項目は皆無。 

 「標準化しようとする」という考え方を全く取らないサービス提供者は、大きな業務

改善アイデアの発案場所として「顧客などの利用者」を指摘する割合が 7 割と高くな

っている。 

 「カスタマイズしようとする」という考え方を取るか取らないか明確なほうが、大き

な業務改善アイデアの発案場所として「経営者・上級管理職」を指摘する割合が高い。

「どちらとも言えない」ケースでは、この割合が低くなっている。 

 

日常的な比較的小さな業務改善について 

＜Q19：CA とのクロスより＞ 

 CA（4 業種）によって、選択比率が異なるのは、「技術者・オペレーション担当者」、

「経営者・上級管理職」の 2 項目。 

 「技術者・オペレーション担当者」の選択比率が比較的高いのは製造業（6 割超が選択）、

次いでその他サービス（半数以上が選択）。 

 「経営者・上級管理職」の選択比率が高いのは、金融業（4 割が選択）。 

 業種によって発案場所のばらつきはあまり変わらない（各業種ともアイデアの発案場

所の平均選択数は 3.0 前後）。 

 

＜Q19：CB とのクロスより＞ 

 CB（サービス・タイプ 10 分類）によって、選択比率が異なるのは、「現場の管理者」、

「業務を担当する職場の会議」の 2 項目。 

 「現場の管理者」の選択比率が高いのは、「消費者向け販売」（7 割超が選択）、「ヒト（身

体）に対するサービス」（7 割弱が選択）、「メンテナンス・ロジスティクス・レンタル」

（6 割が選択）。 

 「業務を担当する職場の会議」の選択比率が比較的高いのは、「製造業」（5 割が選択）、

「消費者向け販売」、「専門的システムを使用させるサービス」、「モノに対するサービ

ス」。 
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＜Q19：CC とのクロスより＞ 

 CC（人による働きかけか、モノによる働きかけか、IT による働きかけか）の違いによ

って、項目の選択比率が異なっているか否かをみると、「人による働きかけ」と認識さ

れるサービスでは、「顧客などの利用者」の選択比率が高くなっている。 

 「モノによる働きかけか否か」で選択比率が異なっている選択肢は、「現場の管理者」。

モノによる働きかけと認識されているサービスは、現場の管理者から日常的な比較的

小さな業務改善のアイデアが生じることが多い（大きなインパクトを持つ業務改善で

も同様）。また、モノによる働きかけと認識されているサービスは、そうでないサービ

スと比較して、「顧客などの利用者」からアイデアが発生している割合が高く、経営者・

上級管理職から発生している割合は低い。 

 「IT による働きかけか否か」で選択比率が異なっている選択肢は、「技術者・オペレー

ション担当者」、「企画・開発部門」の 2 項目。IT による働きかけと認識されているサ

ービスは、これらからアイデアが発生していることが多い。 

 IT による働きかけと認識されているサービスでは、アイデアの発案場所の平均選択数

が 3.3 と多く、アイデアの発案場所が分散していることがわかる（大きなインパクトを

持つ業務改善でも同様）。 

 

＜Q19：Q17（変異性への対処）とのクロスより＞ 

 Q17（変異性への対処方針：標準化、カスタマイズ、顧客の選別）によって、小改善の

アイデア発案場所に違いがあるか否かみると、「カスタマイズする」、「顧客を選別する」

という考え方を持つか否かによって選択比率が異なる項目は皆無。 

 「標準化しようとする」という考え方を取るか取らないか明確なほうが、小改善のア

イデア発案場所として「業務を担当する職場の会議」を指摘する割合が高い。「どちら

とも言えない」と、「業務を担当する職場の会議」からアイデアが発生する割合が低く

なる。 

 

＜Q20：CB とのクロスより＞ 

 大きなインパクトのある業務改善（以下、サービス・タイプとしての特徴とみられる 

 もの） 

 CB=2：システム化・標準化による効率化・コスト削減 

     ポイントカードによる顧客情報の体系的取得 

 CB=3：新技術の開発・導入 

     IT による効率化・標準化 

 CB=4：システムの見直し・新システム導入による効率化 

 CB=5：組織改革 
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 CB=6：サービス内容・提供方法の変更・工夫 

 CB=7：システムの工夫による効率化 

 CB=8：システムの工夫による効率化 

 CB=9：サービス内容・提供方法の変更・工夫 

 

 日常的な比較的小さな改善（以下、サービス・タイプとしての特徴とみられるもの） 

 CB=2：サービス・エンカウンターに関する細かい工夫 

     事務・オペレーションの効率化 

 CB=3：オペレーション改善の工夫 

 CB=4：サービス・エンカウンターに関する細かい工夫 

     事務・オペレーションの効率化 

 CB=5：事務・オペレーションの効率化 

 CB=6：サービス・エンカウンターに関する細かい工夫 

 CB=7：サービス・エンカウンターに関する細かい工夫 

     オペレーション改善の工夫 

 CB=8：オペレーション改善の工夫 

 CB=9：人材のスキルアップに関する工夫 

 CB=10：オペレーション改善の工夫 
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Ⅳ．調査結果の詳細（１） 

―― サービスの分類・特徴 ―― 

 

Q1, Q2 のまとめ 

 

＜Q1, Q2：質問文（再掲）＞ 

貴社のサービスとその特徴についておうかがいします。 

「サービス」とは、ある対象に働きかけて、変化を生む活動そのものを意味します。例

えば、レストランでは、お客さまに料理を提供することで、お客さまの食欲を充たし、

満足させます。つまりお客さまのなかに変化を生む活動です。これがレストラン・サー

ビスです。 

 

Q1. 貴社のサービスについてお尋ねします。貴社のサービスを 1 つ挙げてください。もし

複数のサービスを提供している場合には、主なもの（コア・サービス）を 1 つ想定して

お答えください。 

Q2. 上記のサービスはどのような対象にどのような変化を生んでいますか。簡単に文章で

お書きください。（例えば、英語教育は「英語が不得手な人の英語力を高める」、車の

修理は、「故障した車を修理して動くようにする」等々） 

 

＜Q1, Q2：観察＞ 

・ コア・サービスは CA（業種分類）をある程度反映したものになっている。例えば、製

造業では製造、メンテナンス、アフターサービス、卸売・小売業では物販関連が中心。

ただ、日本産業分類（中分類）に基づく分類では、必ずしも分類し切れているとは言え

ない。例えば、保守・メンテナンスというサービス形態は製造業に集中しているが、場

合によっては卸売・小売業にも含まれている。 

・ ケースに応じて、CB（サービス・タイプによる分類）、CC（サービス手段による分類）

を考えることの有効性が示唆される。 

・ 「サービス対象ともたらす変化の内容」では、「誰に何を提供しているか」だけでなく、

「～を提供することによって、対象が（心理的に）どのような状態になるか」を回答し

ているサンプルも多い。特に、卸売・小売業に多くみられ、「生活を豊かにする」、「満

足度を高める」、「充実」、「利便性」などがキーワードになっている。製造業では、「利

便性」、「生産性向上」など、金融業などでは「不安を除く」、「安心を与える」など、そ

の他サービス業では、対企業サービスが含まれるため、「企業の効率化」、「収益性向上」、

「コスト削減」、「最適なビジネス環境」といった内容が散見される。 
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＜Q1, Q2：結果＞ 

 

 

（注）明らかな表記ミス以外は句読点などを含め、原則として回答どおりに掲載している（以下も同様）。 
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１． Q4（サービス内容） 

 

＜Q4：質問文＞ 

Q1 で挙げていただいたサービスは主にどれに相当しますか。2 つまで選択して○をつけ

てください（1 つでも結構です）。 

１．利用者自身に働きかけ、利便性を感じていただいたり、楽しいと感じていただいた

り、問題解決を図ったりするもの（例えば、医療サービス、ホテル、スポーツクラ

ブ、娯楽関連など） 

２．利用者の所有物や家族・友人に働きかけ、利便性を感じていただいたり、問題解決

を図ったりするもの（例えば、修理、クリーニング、ベビーシッターなど） 

３．利用者やそのご家族（例えば子供）、あるいはその所有物の将来価値を高めるため

のもの（例えば、教育関連、英会話学校、金融サービスなど） 

４．企業・団体など組織に対して、情報提供したり人材育成を図ったりするもの（例え

ば、コンサルティング、税務・会計など） 

５．企業・団体など組織に対して、利便性を提供するためのもの（例えば、清掃・ロジ

スティックスなどのアウトソーシング、機器のレンタルなど） 

６．その他（具体的に：                        ） 

 

＜Q4：集計結果＞ 

(1) 単純集計 

    

 選択比率 選択度数

 1. 対人・問題解決 49.1% 82

 2. 対所有物・問題解決 21.0% 35

 3. 対家族・所有物・価値向上 12.0% 20

 4. 対企業・情報提供・人材育成 15.0% 25

 5. 対企業・利便性提供 35.3% 59

 6. その他 7.2% 12



158 

 

    

 

「その他」を選択した場合の具体的内容 

 性能の低下を防ぐ 

 利用するすべての方に、施設・人（心遣い・情報）によって、快適な空間を感じてい

ただき、また商品のお買い上により、充実した時間・心豊な生活の提供をするもの。 

 欲しい商品をセルフサービスで提供する 

 商社として販売先に対して信用取引を行なう 

 地域住民への安全、安心の提供 

 企業に対し、生産性（歩留まり）の向上を提供する。又、多額の設備投資を肩代わり

し、資金負担の軽減を図るもの。 

 住まい提供 

 商品提供 

 顧客企業に対して、その企業が生産する製品の一部となって、機能を果たしたり、価

値を高めたりするもの。 

 機械のトラブル対応 

 

＜Q4：観察：単純集計＞ 

 全体としては、サービスの分類として、「利用者自身に対する問題解決」、「企業に対す 

る利便性提供」の順に多く、「利用者の所有物に対する問題解決」、「企業に対する情報

提供・人材育成」、「家族や所有物の価値向上」が続く。 

 選択肢 4,5 を選択したサンプルを B2B と見なして、B2C、B2B に 2 分類すると、B2C 

は約 55％、B2B は約 45％となる。 

 「その他」は 1 割以下だが、内容を見ると、5 つのいずれかの選択肢に含めることがで 

きると考えられる。 
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(2) CA とのクロス 

   

 
（注）「利用者の所有物に対するサービス」の CA（業種）による差は統計的に有意でない。 

それ以外はすべて CA によって差がある（尐なくとも 5％水準で統計的に差が有意）。 

 

＜Q4：観察：CA とのクロス＞ 

 「利用者自身に対する問題解決提供」は卸売・小売業で、「企業に対する利便性提供」  

は製造業で、「企業に対する情報提供・人材育成」はその他サービス業で、「家族・所有

物の将来価値向上」は金融業などで選択比率が高い（差が有意）。 

選択比率 対象企業数

製造業 19.2% 26

卸売・小売業 70.0% 50

金融業など 57.1% 21

その他サービス業 42.9% 70

製造業 19.2% 26

卸売・小売業 30.0% 50

金融業など 19.0% 21

その他サービス業 15.7% 70

製造業 7.7% 26

卸売・小売業 10.0% 50

金融業など 33.3% 21

その他サービス業 8.6% 70

製造業 3.8% 26

卸売・小売業 4.0% 50

金融業など 14.3% 21

その他サービス業 27.1% 70

製造業 73.1% 26

卸売・小売業 14.0% 50

金融業など 19.0% 21

その他サービス業 41.4% 70

同：対企業・情報提供・人材育成

同：対企業・利便性提供

サービス分類：対人・問題解決

同：対所有物・問題解決

同：対家族・所有物・価値向上
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(3) CB とのクロス 

                                   （選択比率） 

サービス分類： 

CB（タイプ10分類） 

サービス分類：

対人・問題解決 

同：対所有

物・問題解決 

同：対家族・所

有物・価値向上 

同：対企業・情報

提供・人材育成 

同：対企業・

利便性提供 

1.法人向け販売 0.29 0.29 0.14 0.14 0.14 

2.消費者向け販売 0.88 0.29 0.09 0.00 0.03 

3.製造業 0.43 0.14 0.07 0.07 0.50 

4.メンテナンス・ロジ 

スティクス・レンタル 

0.10 0.24 0.03 0.10 0.90 

5.コンサル・システム開発 0.21 0.07 0.07 0.43 0.57 

6.ヒト（身体）に対する 

サービス 

0.95 0.20 0.00 0.00 0.05 

7.専門的システムを 

使用させるサービス 

0.41 0.24 0.35 0.18 0.18 

8.専門情報提供サービス 0.35 0.06 0.06 0.47 0.41 

9.モノに対するサービス 0.20 0.60 0.00 0.00 0.60 

10.ヒト（精神）に対する 

サービス 

0.50 0.10 0.60 0.30 0.20 

合計 0.49 0.21 0.12 0.15 0.35 

 
（注）「利用者の所有物に対するサービス」の CB（サービス・タイプ）による差は統計的に有意でない。 

それ以外はすべて CB によって差がある（尐なくとも 5％水準で統計的に差が有意）。ただし、サン

プル数の尐ないセルが点在するため、解釈には留意を要する。 
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＜Q4：観察：CB とのクロス＞ 

 差が有意になっている「利用者自身に対する問題解決提供」、「家族・所有物の将来価 

値向上」、「企業に対する情報提供・人材育成」、「企業に対する利便性提供」に関して、

CB 分類との対応関係をみると、以下のようになる（項目内の掲載順は関連が強い順）。 

「利用者自身に対する問題解決提供」 ⇒「6.ヒト（身体）に対するサービス」 

「2.消費者向け販売」 

「家族・所有物の将来価値向上」 ⇒「10.ヒト(精神)に対するサービス」 

「企業に対する情報提供・人材育成」 ⇒「8.専門情報提供サービス」 

「5.コンサル・システム開発」 

「企業に対する利便性提供」  ⇒「9.モノに対するサービス」 

                  「4.メンテナンス・ロジスティクス・レンタル」 

 

(4) CC とのクロス 

 

                 (**)    (*) 

 

 

                            (**)   (***)    (*) 

（注）差が統計的に有意か否かを(*)等で示している。 

   （***）：1％水準で差が有意 

   （**）： 5％水準で差が有意 

   （*）： 10％水準で差が有意 

    以下の図表についても、適宜上記の記号を用いる。 
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＜Q4：観察：CC とのクロス＞ 

 差が有意となっているものは以下のとおり。 

CC1（人による働きかけか否か） 

人による働きかけのサービスでは、そうでないサービスに比べて「利用

者の所有物に対する問題解決」、「利用者の所有物・家族の将来価値向上」

を選択している割合が高い。 

CC2（モノによる働きかけか否か） 

 有意になったものはない。 

CC3（IT による働きかけか否か） 

IT による働きかけのサービスでは、そうでないサービスに比べて「企業

に対する情報提供・人材育成」、「企業に対する利便性提供」を選択して

いる割合が高い。 
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２．Q5-1（優位性をもたらすべき要素）&Q6 

 

＜Q5,Q6：質問文＞ 

Q5. サービスを提供する上で、貴社のサービスで重要だとお考えになる要素（例えば、

外食であれば、料理の味、スピーディーな提供、接客態度など）を、(1)貴社に優位性

や独自性をもたらすべきだとお考えの要素、(2)差別化ポイントとはならないが、他社

平均から劣っていることは許されないとお考えの要素――の 2 つに分けて、各 3 つま

で記入してください。（1 つあるいは 2 つしかない場合は、2 つ以下で結構です。）ま

た、各要素の重要度を１．大変重要、２．重要、３．やや重要――の 3 段階で選択し

てください。 

 

(1) 優位性・独自性をもたらすべき要素 
大変      やや   

重要  重要  重要  

A（ ）     １―――２―――３ 

B（ ）     １―――２―――３ 

C（ ）     １―――２―――３ 

 

 

 

(2) 劣っていることは許されないとお考えの要素 
大変      やや 

重要  重要  重要 

D（ ）     １―――２―――３ 

E（ ）     １―――２―――３ 

F（ ）     １―――２―――３ 

 

Q6. 上記の A～F すべての中で、顧客による評価のばらつきが大きい（評価が一定しない

傾向にある）要素はどれになりますか。3 つまで挙げてください。 

（1 つあるいは 2 つでも結構です）       （   ）（   ）（   ） 
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＜Q5,Q6：結果＞ 

(1) CA とのクロス 

 

（注）シャドーのセルは、Q6 で「顧客による評価のばらつきが大きい（評価が一定しない傾向にある）」

とされた要素を示す。以下の表も同様。 
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＜その他サービス業（続）＞

Q5_A Q5_B Q5_C

提案力 総合力 ネットワーク

テクノロジー コンサルティング力
コンソーシアム体制（複数の広告会社
の出資で設立されています）

お客様のニーズ

コンサルティング能力 レポート機能

スピーディーなお渡し 高い品質 接客態度

長年にわたる地質調査、設計のノウハウ 新しい技術の導入

新しいアイディア コンテンツ力

全方位型エンジニアリング ワンストップサービス モバイル関連技術ノウハウ

導入メリットが明確である 初期負担が尐ない 取扱いが容易

ワンストップで多くの決済手段を利用でき
ること

リアルタイム性 処理能力

セキュリティ向上 利便性 サービスの多様化

快適さ（設備等） 上映作品（番組） 顧客優遇（ポイントサービス等）

安定性 最新テクノロジー 使いやすさ、わかりやすさ

やさしさ 勇気づけ 手助け

システムの高機能性

空間演出力 料理 おもてなし

サービスメニューの多さ 専門性を備えた体制 優秀な人材

ストーリー 演技力 美術

技術（的確な技術サービス） 会話（事前説明・事後フォローサービス）
接遇（スタッフ全員が心からおもてなし
する態度や言葉づかいのサービス）

顧客ニーズにあった物流の提供

接遇 スピード

Ｗｅｂシステムをターゲットにした開発 短納期、低コスト

利便性

安心 技術力

Ｑ＝クオリティー＝おいしい料理 Ｓ＝サービス＝心あたたまるおもてなし Ｃ＝クリンリネス＝清潔で美しいお店

豊富なネットワーク 高いクリエイティビティ 企画・提案力

お客様第一 現場第一 安全第一

スピーディーな対応 的確な判断力 ２重３重のサポート態勢

輸送品質

安定性 柔軟性

スタッフの接客態度 料理の味 施設のデザイン

利便性

おもてなし、接客、接遇 テクニック技術 商品

品質 真心こもった対応 辻速な対応

接客態度 正確な情報

価格
提供する作業技術（家電類等のセッティ
ング）

スピィディーな輸送

生徒ひとりひとりにカスタマイズできる授
業

多くの教場を有することによる情報力 ＩＣＴを利用した学習サポートサービス

合格実績 授業力（わかりやすさ、楽しさ） 教室の環境と設備

既存自主業務の拡充、拡大 新規事業計画の立案、実施

顧客サービス バスの快適さ度合 運行行程

お客様への思い、思いやり 常識に捉われない思考 電話応対

データの質 スピード 網羅性

品質 提案力

提案（研究会発表者の議論）の内容

レポートの質（提案内容） データの質（間違いないこと） スピード

共感を示しながら話を聞く
日本で最初のｔｅｌによる電話相談である
自信と信頼感

教務力 生徒の学習威力を引き出すイベント力

おいしい料理 心のこもったサービス

面倒見の良さ

商品開発

出発地から目的地までのトータルナビ
ゲーション

データの信頼性

患者に対するマナー マネジメント 技術力

お客様の立場で考えるサービス姿勢 コンサルティング能力
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＜その他サービス業（続）＞

Q5_A Q5_B Q5_C

提案力 総合力 ネットワーク

テクノロジー コンサルティング力
コンソーシアム体制（複数の広告会社
の出資で設立されています）

お客様のニーズ

コンサルティング能力 レポート機能

スピーディーなお渡し 高い品質 接客態度

長年にわたる地質調査、設計のノウハウ 新しい技術の導入

新しいアイディア コンテンツ力

全方位型エンジニアリング ワンストップサービス モバイル関連技術ノウハウ

導入メリットが明確である 初期負担が尐ない 取扱いが容易

ワンストップで多くの決済手段を利用でき
ること

リアルタイム性 処理能力

セキュリティ向上 利便性 サービスの多様化

快適さ（設備等） 上映作品（番組） 顧客優遇（ポイントサービス等）

安定性 最新テクノロジー 使いやすさ、わかりやすさ

やさしさ 勇気づけ 手助け

システムの高機能性

空間演出力 料理 おもてなし

サービスメニューの多さ 専門性を備えた体制 優秀な人材

ストーリー 演技力 美術

技術（的確な技術サービス） 会話（事前説明・事後フォローサービス）
接遇（スタッフ全員が心からおもてなし
する態度や言葉づかいのサービス）

顧客ニーズにあった物流の提供

接遇 スピード

Ｗｅｂシステムをターゲットにした開発 短納期、低コスト

利便性

安心 技術力

Ｑ＝クオリティー＝おいしい料理 Ｓ＝サービス＝心あたたまるおもてなし Ｃ＝クリンリネス＝清潔で美しいお店

豊富なネットワーク 高いクリエイティビティ 企画・提案力

お客様第一 現場第一 安全第一

スピーディーな対応 的確な判断力 ２重３重のサポート態勢

輸送品質

安定性 柔軟性

スタッフの接客態度 料理の味 施設のデザイン

利便性

おもてなし、接客、接遇 テクニック技術 商品

品質 真心こもった対応 辻速な対応

接客態度 正確な情報

価格
提供する作業技術（家電類等のセッティ
ング）

スピィディーな輸送

生徒ひとりひとりにカスタマイズできる授
業

多くの教場を有することによる情報力 ＩＣＴを利用した学習サポートサービス

合格実績 授業力（わかりやすさ、楽しさ） 教室の環境と設備

既存自主業務の拡充、拡大 新規事業計画の立案、実施

顧客サービス バスの快適さ度合 運行行程

お客様への思い、思いやり 常識に捉われない思考 電話応対

データの質 スピード 網羅性

品質 提案力

提案（研究会発表者の議論）の内容

レポートの質（提案内容） データの質（間違いないこと） スピード

共感を示しながら話を聞く
日本で最初のｔｅｌによる電話相談である
自信と信頼感

教務力 生徒の学習威力を引き出すイベント力

おいしい料理 心のこもったサービス

面倒見の良さ

商品開発

出発地から目的地までのトータルナビ
ゲーション

データの信頼性

患者に対するマナー マネジメント 技術力

お客様の立場で考えるサービス姿勢 コンサルティング能力
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(2) CB とのクロス 

CB=1：法人向け販売 

 

 

CB=2：消費者向け販売 

 

 



171 

 

CB=3：製造業 

 

 

CB=4：メンテナンス・ロジスティクス・レンタル 
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CB=5：コンサル・システム開発 

 

 

CB=6：ヒト（身体）に対するサービス 
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CB=7：専門的システムを使用させるサービス 

 

 

CB=8：専門情報提供サービス 
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CB=9：モノに対するサービス 

 

 

CB=10：ヒト（精神）に対するサービス 

 

 

＜Q5-1：観察：CA,CB とのクロス＞ 

 観察される要素 

 CA（製造業）：    スピード 

 CA（卸売・小売業）：    品質・品揃え 

 CA（金融業など）：    （特徴は抽出されず） 

 CA（その他サービス業）：   提案力・企画力 

 CB=1：法人向け販売：   柔軟性、正確さ 

 CB=2：消費者向け販売：   品揃え、価格 

 CB=3：製造業：    技術・品質 

 CB=4：メンテナンス・ロジスティクス・レンタル：スピード、技術・品質 

 CB=5：コンサル・システム開発：  専門性、多様性（柔軟性） 

 CB=6：ヒト（身体）に対するサービス： 接客・応対（共感性） 

 CB=7：専門的システムを使用させるサービス： 多様性、安定性 

 CB=8：専門情報提供サービス：  提案力・企画力 

 CB=9：モノに対するサービス：  技術・品質 

 CB=10：ヒト（精神）に対するサービス： カスタマイズ 
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(3) CC とのクロス 

 

CC=1（人だけによる）、CC=2（モノだけによる）、CC=3（IT だけによる） 

CC=4（人・モノによる）、CC=5（人・IT による）、CC=6（モノ・IT による） 

CC=7（人・モノ・IT すべてによる） 

 

CC=1（人だけによる） 
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CC=2（モノだけによる） 

 

 

CC=3（IT だけによる） 
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CC=4（人・モノによる） 

 

 

 CC=5（人・IT による） 

 

 

 

 

 

 

 



178 

 

CC=6（モノ・IT による） 

 

 CC=7（人・モノ・IT すべてによる） 

 

No. Q5_A Q5_B Q5_C CC CB

34
コンテンツ（カラオケ、ビリヤード、
ダーツ等）の内容

ドリンク数 料理の味、価格 6 6

152
３６５日２４時間いつでも近くのコンビニで
使えること

多くの提携金融機関のカードが
使えること

トラブルの尐なさとセキュリティの高さ 6 7

144 6 8

173
出発地から目的地までの
トータルナビゲーション

データの信頼性 6 8
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（以下、CC に無回答） 

 

 

 

＜Q5-1：観察：CC とのクロス＞ 

 観察される要素 

 CC=1（人だけによる）： 接客、スピード 

 CC=2（モノだけによる）： 技術・品質 

 CC=3（IT だけによる）： 安定性・安心 

 

 


